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科学技術振興機構報 第１４４６号 

令 和 ２ 年 ９ 月 １ 日 

東京都千代田区四番町５番地３ 

科学技術振興機構（ＪＳＴ） 

Tel：03-5214-8404（広報課） 

URL https://www.jst.go.jp 

戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発） 

令和２年度における新規プロジェクトの決定について 

「科学技術の倫理的・法制度的・社会的課題（ＥＬＳＩ）への包括的実践 

研究開発プログラム」 

 ＪＳＴ（理事長 濵口 道成）は、社会技術研究開発センター（ＲＩＳＴＥＸ）が推進する

戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）において、令和２年度の新規プロジェクトを

決定しました（別紙１）。 

 社会技術研究開発は、現存する社会問題の解決や将来起こり得る社会問題への対処などを

通して、新たな社会的・公共的価値の創出を目指す事業です。社会問題に関係するさまざま

な関与者と研究者が協働するためのネットワークを構築し、競争的環境下で自然科学と人

文・社会科学の知識を活用した研究開発を推進します。 

「科学技術の倫理的・法制度的・社会的課題（ＥＬＳＩ）への包括的実践研究開発プログ

ラム」について募集した結果（募集期間：２０２０年５月１日(金)～６月２３日(火)）、大学

や国立研究開発法人など多様な提案者から６８件の応募がありました（別紙２）。

 募集締切後、プログラム総括およびアドバイザー（別紙３）が書類選考と面接選考による

事前評価を実施し、研究開発プロジェクト６件、プロジェクト企画調査１２件を採択しまし

た。 

 今後、本プログラムでは、科学技術が人や社会と調和しながら持続的に新たな価値を創出

する社会の実現を目指し、ＥＬＳＩを発見・予見しながら、責任ある研究・イノベーション

を進めるための実践的協業モデルの開発を推進します。 

 なお、採択課題のうち、新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）など新興感染症

に関連する諸問題にＥＬＳＩの観点から貢献するプロジェクトは４件ありました。新型コロ

ナウイルス感染症に起因するさまざまな社会的事象における、公衆衛生や行動変容、情報の

利活用に関する課題の抽出、リスクリテラシーの向上に資する調査・アーカイブ研究などに

取り組みます。 

事業やプログラムの詳細は下記ウェブサイトを参照してください。 

ウェブサイトＵＲＬ： https://www.jst.go.jp/ristex/

＜添付資料＞ 

別紙１：令和２年度 新規採択プロジェクトの概要一覧 

別紙２：令和２年度 応募数および採択数 

別紙３：評価者一覧
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 参考１：令和２年度新規「科学技術の倫理的・法制度的・社会的課題（ＥＬＳＩ）への

包括的実践研究開発プログラム」募集概要 

 参考２：戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）の実施状況（令和２年度） 

＜お問い合わせ先＞ 

科学技術振興機構 社会技術研究開発センター 企画運営室 

〒102-8666 東京都千代田区四番町５番地３ 

浅野 光基（アサノ コウキ）、濱田 志穂（ハマダ シホ） 

  Tel：03-5214-0133 Fax：03-5214-0140 

  E-mail：boshu[at]jst.go.jp  
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令和２年度 新規採択プロジェクトの概要一覧 

 

科学技術の倫理的･法制度的･社会的課題（ＥＬＳＩ）への包括的実践研究開発プログラム 

【研究開発プロジェクト】 

研究開発期間：１～３年 研究開発費：１,５００万円／年（直接経費）程度上限 

プロジェクト名／ 

研究代表者（所属など） 
概要 

研究開発への 

参画･協力機関 

脱炭素化技術の日本で 

の開発／普及推進戦略 

におけるＥＬＳＩの確立 

江守 正多 

（国立環境研究所 地

球環境研究センター

副研究センター長） 

 日本の研究開発や気候変動対応において推進

されている既存・新興の脱炭素化技術およびそ

の開発・普及戦略を対象として、ＥＬＳＩを含む観

点から多面的に評価するための評価枠組みを構

築し、提案することを目標とする。対象技術に

ついての既存評価の包括的なレビューと幅広い

関係者の参加を含むテクノロジーアセスメント

を設計、実施する。この結果に基づき、従来か

らの主として技術的・経済的観点の評価に新た

にＥＬＳＩの観点を加えた、脱炭素化技術の多面的

な評価枠組みを構築する。並行して、日本にお

ける過去の気候変動対応戦略の政策過程を定性

的・定量的に分析する。その知見を踏まえて、

気候変動対応戦略の政策議論の現場にＥＬＳＩを

含む評価枠組みを提案する。 

 国立環境研究所 

地球環境研究セン

ター／社会環境シ

ステム研究センタ

ー／環境リスク・

健康研究センター 

 北海道大学 高等

教育推進機構 

 青山学院大学 国

際政治経済学部 

 他、東京大学、明

治大学、京都大

学、大阪大学  

など 

萌芽的科学技術をめぐ

るＲＲＩアセスメントの

体系化と実装 

標葉 隆馬 

（大阪大学 社会技術  

 共創研究センター  

 准教授） 

 科学技術の発展がもたらすＥＬＳＩの研究にお

いて、近年、「責任ある研究・イノベーション（Ｒ

ｅｓｐｏｎｓｉｂｌｅ Ｒｅｓｅａｒｃｈ ａｎｄ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ： ＲＲ

Ｉ）」の枠組みでの分析・議論が進められている。 

 本プロジェクトはまず、ゲノム編集技術や合

成生物学などの萌芽的な科学技術領域を対象と

して、各事例におけるＥＬＳＩ/ＲＲＩ議題の分析と

可視化、多様なステークホルダーを巻き込んだ

熟議を実施し、その双方をシームレスに融合す

ることで、より実効的なＲＲＩアセスメントを実

施する。実践と反復を通じてＲＲＩアセスメント

モデルの洗練と体系化を行うと同時に、ＥＬＳＩ/

ＲＲＩに関わるアセスメントの社会実装方法を提

示する。 

 大阪大学 社会技

術共創研究センタ

ー／ＣＯデザイン 

センター 

 早稲田大学 政治

経済学術院 

 神奈川県立保健 

福祉大学 ヘルス

イノベーション 

研究科 

など 

  

別紙１ 
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現代メディア空間に 

おけるＥＬＳＩ構築と 

専門知の介入 

田中 幹人 

（早稲田大学 

 政治経済学術院 

 准教授） 

 

 科学知が不確実性を伴う状況下での、専門家

の社会への参画や専門知の社会適用は、単なる

科学知の提供にとどまらず、さまざまなＥＬＳＩを

生み出す。新興感染症ＣＯＶＩＤ-１９をはじめ、こ

うした議論が構築される重要な場となっている

のは、いまやマス/ソーシャル・メディアが混然

一体となったメディア空間である。 

 本プロジェクトは、蓄積した膨大なＣＯＶＩＤ-

１９のメディア分析を基に、計算社会科学と科学

技術社会論の手法を中心に、ＥＬＳＩ/ＲＲＩが構築

される機序の解明に取り組む。さらに、今後立

ち現れるだろう萌芽的科学技術も対象として、

メディア分析を通じてＥＬＳＩに関する社会的議

論の萌芽を捉え、専門知を社会の中に位置づけ

ていく道筋を明らかにする。 

 早稲田大学 政治

経済学術院/理工

学術院 

 東京大学 大学院

工学系研究科/情

報学環総合防災情

報研究センター 

 他、東京大学、放

送大学、豊橋技術

科学大学、国立環

境研究所 など 

ＥＬＳＩを踏まえた 

自動運転技術の現場に 

即した社会実装手法の 

構築 

中野 公彦 

（東京大学  

 生産技術研究所  

 教授） 

 本プロジェクトは、自動運転技術の開発・実

証研究と連動しながら、リスクとベネフィット

の適切な理解に基づく新興技術のトランジショ

ン・モデルを提案する。日々変化する自動運転

技術のＥＬＳＩの国際動向も踏まえながら、客観的

な証拠に基づく事故紛争解決方法の確立を目指

す。また、民俗学・歴史社会学などの観点から、

自動運転技術の背景にあるＥＬＳＩの規定要因や

「移動」に関するモラル・世界観の形成などを

分析する。安全・安心、信頼と責任、公平性な

どの倫理的課題に着目し、日本の地域社会の価

値観に根差しながら、開発者と市民・ステーク

ホルダーとの対話を実践し、環境設計も含む社

会インフラとしてのこれからの自動運転技術の

実装の在り方を検討する。 

 東京大学 生産技

術研究所/未来ビ

ジョン研究センタ

ー／大学院総合文

化研究科 

 明治大学 自動運

転社会総合研究所 

 筑波大学 システ

ム情報系 

 他、東北大学、群

馬大学、東京理科

大学、京都大学 

など 

Ｓｏｃｉａｌ Ｄｉｓｔａｎｃｉｎｇ 

による社会の脆弱性 

克服･社会的公正の 

回復と都市の再設計 

林 良嗣 

（中部大学 持続発展・ 

 スマートシティ国際 

 研究センター  

 センター長・教授） 

 ＣＯＶＩＤ-１９感染対策として多くの国がフィ

ジカルディスタンスの確保を推進している。 

一方で、家族、職種、地域コミュニティの分断

や格差などの社会的課題を生み、感染症対策に

対する都市・社会の脆弱性が浮き彫りになって

いる。 

 本プロジェクトは、フィジカル・ソーシャル

ディスタンスが個人や社会にもたらす影響につ

いて、地理や居住・空間利用、経済、環境など

に関する都市圏データとともに、位置情報に基

 中部大学 持続発

展･スマートシテ

ィ国際研究センタ

ー 

 広島大学 大学院

先進理工系科学研

究科 

 名古屋大学 大学

院工学研究科 

 他、東京大学、大

新型コロナウイルス 

感染症関連課題 
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づく人々の行動変容のビッグデータ、暮らしや

医療へのアクセシビリティなど人の生活の質

（ＱＯＬ）に関する価値観データなどを統合的に

分析し、諸外国との比較も行いながら、科学的

エビデンスを抽出する。それらを基に、倫理的・

法制度的・社会的観点に考慮したこれからのデ

ィスタンシング対策や行動変容の手法の検討、

都市再設計のための、都市・コミュニティの脆

弱性や社会的公正を評価する手法を開発する。 

日本コンサルタン

ト株式会社、合同

会社おでかけカン

パニー など 

携帯電話関連技術を 

用いた感染症対策に 

関する包括的検討 

米村 滋人 

（東京大学 大学院 

 法学政治学研究科 

 教授） 

 

 発生状況の情報収集や開示など、感染症対策

のためには個人データの利用は不可欠である。

一方で、プライバシーへの配慮が、結果として

迅速な対策の障壁となることもある。 

 本プロジェクトは、こうした感染症対策に際

し、特に位置情報やＢｌｕｅｔｏｏｔｈなど技術的に実

装可能な携帯電話関連技術の望ましいデータ利

用とプライバシーや人権の保護の在り方に関し

て、情報工学やＥＬＳＩの観点から多角的・学際的

に検討を行い、適切な技術の活用や政策決定の

在り方を提示することを目的とする。立法も含

め、エビデンスに基づいた政策形成に活用でき

るガイドラインを作成するとともに、コンセンサ

ス形成が難しい本領域における社会的な対話を

進め、国際的なルール形成への貢献も目指す。 

 東京大学 大学院

法学政治学研究科 

 北見工業大学 地

域未来デザイン工

学科 

 国立病院機構 東

京医療センター･

臨床研究センター 

 他、慶應義塾大学、

理化学研究所 革

新知能統合研究セ

ンター、世界経済

フォーラム第四次

産業革命日本セン

ター、日本情報経

済社会推進協会、Ｃ

ｏｄｅ ｆｏｒ Ｊａｐａｎ、

グルーヴノーツ 

など 

【プロジェクト企画調査】 

企画調査期間：７ヵ月 企画調査費：３００～５００万円／７ヵ月（直接経費）程度 

企画調査名 調査代表者（所属など） 

ヒト由来情報利活用の信頼性確保に 

向けた制度設計と研究者による 

アウトリーチの検討 

明谷 早映子 

（東京大学 大学院医学系研究科 

利益相反アドバイザリー室 室長） 

「空飛ぶクルマ」の社会実装における 

社会的課題解決についての基礎的検討 

小島 立 

（九州大学 大学院法学研究院 教授） 

新型コロナウイルス 

感染症関連課題 

新型コロナウイルス 

感染症関連課題 
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パンデミック対策の国際比較と過去の 

事例研究を通じたＥＬＳＩアーカイブ化 

 

児玉 聡 

（京都大学 大学院文学研究科 准教授） 

医療におけるトランスサイエンス問題の 

政策史研究とアーカイブズ構築 

後藤 基行 

（立命館大学 大学院先端総合学術研究科 

 講師） 

分子ロボット技術の社会実装に関する 

ＲＲＩコミュニケーション実践の企画調査 

小宮 健 

（東京工業大学 情報理工学院 助教） 

大学・地域密着型リビングラボを通じた 

｢転倒しない街」の共創に向けた企画調査 

島 圭介 

（横浜国立大学 大学院工学研究院 准教授） 

システム・デザインの手法による 

科学技術の社会インパクトの可視化と 

共創システムの基本設計 

調 麻佐志 

（東京工業大学 リベラルアーツ研究教育院  

 教授） 

遺伝子差別に対する法整備に向けての 

法政策の現状分析と考察 

瀬戸山 晃一 

（京都府立医科大学 大学院医学研究科 教授） 

人工主体の創出に伴う倫理的諸問題を 

分析・討議するプラットフォームの構築

に向けた企画調査 

田口 茂 

（北海道大学 大学院文学研究院 教授／ 

 人間知・脳・ＡＩ研究教育センター センター長） 

細胞農業技術をめぐる社会的価値観・ 

政策・倫理のダイナミズムの検討 

日比野 愛子 

（弘前大学 人文社会科学部 准教授） 

「実験社会」における社会実験化の手法 

と影響に関する検討 

見上 公一 

（慶應義塾大学 理工学部 専任講師） 

「技術構成主義」に立つ「生と死」を 

めぐる倫理の分析と社会的議論の啓発に

向けた企画調査 

渡部 麻衣子 

（自治医科大学 医学部 講師） 

 

  

新型コロナウイルス感染症関連課題 
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＜新型コロナウイルス感染症などの新興感染症への取り組みについて＞ 

 新型コロナウイルス感染症など新興感染症に関連する諸課題にＥＬＳＩの観点から貢献す

るプロジェクトとして、①短期的に成果の創出が可能な基礎調査・研究（２件）、②未来

の新興感染症対策も含めた予防・対応に資する中長期的な研究開発（２件）、の計４件を

採択しました。①については、今まさに社会や人々が直面する社会的事象を把握するため

の基礎調査などの短期的な成果創出を狙いとする取り組みです。②については、新型コロ

ナウイルス感染症のみならず、未来の新興感染症などの予防・対応に資する中長期的な取

り組みです。新型コロナウイルス感染症への迅速かつ適切な対応および着実な成果創出に

向けて、提案内容に応じて予算規模や期間を柔軟に設定しました。 

① 短期的に成果の創出が可能な基礎調査・研究 

（１）パンデミック対策の国際比較と過去の事例研究を通じたＥＬＳＩアーカイブ化 

   代 表 者：児玉 聡（京都大学 大学院文学研究科 准教授） 

   実施期間：７ヵ月 

   概 要：ＣＯＶＩＤ-１９など新興感染症流行時の公衆衛生的介入に伴うＥＬＳＩについ

て、国際比較や過去の類似事例の分析を行い、対策の特徴や課題を明らかにする。 

（２）Ｓｏｃｉａｌ Ｄｉｓｔａｎｃｉｎｇによる社会の脆弱性克服･社会的公正の回復と都市の再設計 

   代 表 者：林 良嗣（中部大学 持続発展・スマートシティ国際研究センター  

センター長・教授） 

   実施期間：１年７ヵ月 

   概 要：フィジカル・ソーシャルディスタンスが人々の意識や生活行動にもたら

した影響について国際比較を行い、ポストコロナの都市社会の在り方を提案する。 

② 未来の新興感染症対策も含めた予防・対応に資する中長期的な研究開発 

（１）現代メディア空間におけるＥＬＳＩ構築と専門知の介入 

   代 表 者：田中 幹人（早稲田大学 政治経済学術院 准教授） 

   実施期間：３年 

   概 要：マス/ソーシャル・メディア空間におけるＣＯＶＩＤ-１９に関するＥＬＳＩ議論

やリスクリテラシーの分析に基づき、適切な専門知の介入・適用の道筋を構築す

る。 

（２）携帯電話関連技術を用いた感染症対策に関する包括的検討 

   代 表 者：米村 滋人（東京大学 大学院法学政治学研究科 教授） 

   実施期間：３年 

   概 要：情報工学やＥＬＳＩの観点から、国際ルール形成への貢献も視野に、携帯

電話関連技術の適切な技術活用やプライバシー・人権保護の在り方の提言を行う。 
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＜プログラム総括総評＞ 

唐沢 かおり（東京大学 大学院人文社会系研究科 教授） 

 本プログラムは、科学技術が人や社会と調和しながら持続的に新たな価値を創出する 

社会の実現を目指し、倫理的・法制度的・社会的課題（Ｅｔｈｉｃａｌ， Ｌｅｇａｌ ａｎｄ Ｓｏｃｉａｌ Ｉｍｐ

ｌｉｃａｔｉｏｎｓ/Ｉｓｓｕｅｓ： ＥＬＳＩ）を発見・予見しつつ、責任ある研究・イノベーション（Ｒｅｓｐｏ

ｎｓｉｂｌｅ Ｒｅｓｅａｒｃｈ ａｎｄ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ： ＲＲＩ）を進めるための実践的協業モデルの開発を推

進することを目的として、令和２年度に新設されました。 

 今年度はプログラムを新設して初めての公募でしたが、新型コロナ感染症の緊急事態宣

言下で、募集説明会などを通じた応答を行うことができませんでした。しかし、それにも

関わらず、大学や研究開発法人などから６８件ものご提案をいただき、ＥＬＳＩ・ＲＲＩに関す

る関心の深さを改めて認識したところです。非常事態の中、多岐にわたる研究開発アイデ

アをお寄せいただいたすべての皆様に御礼を申し上げます。 

 プログラム・アドバイザーとともに真摯に事前評価を行い、研究開発プロジェクトを６

件、プロジェクト企画調査を１２件採択しました。研究開発プロジェクトは、それぞれが

テーマに掲げるＥＬＳＩの本質を捉える試みであることを大前提として、学術的な成果や他

の分野・領域へのインパクトが期待できるもの、また、実践的な展開を見据えた研究開発

構想が明確なものを積極的に評価しました。プロジェクト企画調査は、次年度のプロジェ

クト提案に向けた課題設定や調査設計が具体的であるもの、また、本プログラムの基盤的

なツール・手法として期待できるものを採択しました。 

 本年度は、新型コロナウイルス感染症など新興感染症に関連する諸問題に、ＥＬＳＩの観

点から貢献する研究開発の提案も募集対象としたことにも特徴がありました。短期的に成

果創出が期待できる基礎調査から、中長期的な新興感染症対策に資する研究開発まで、計

４件を採択しています。新型コロナウイルス感染症など新興感染症対策に資する研究開発

の進捗や成果を、適時発信していきます。 

 さて、本プログラムの公募に際しては、研究者やステークホルダーの知を結集した実践

的・包括的なＥＬＳＩ研究の実施体制の構築や、日本社会が抱える課題を出発点としつつグ

ローバルな視点を組み込むことに加え、「根源的な問い」を設定することを求めていまし

た。科学技術が人や社会の在り方に大きな影響を与える今日、人、社会、科学技術それぞ

れの本質を追求する問いが、課題解決に不可欠であるという問題意識がその背景にありま

す。今年度、採択された提案は、多様な専門領域の視点からこの問いに真摯に取り組む意

欲を感じるものでしたが、来年度以降も、この点は重視したいと考えています。 

 本プログラムの考え方や方向性について、今後もさまざまなメディアを通して発信して

いきます。また、来年度に向けて、新たな分野やテーマの発掘・探索も行います。そのた

めに、多彩なニーズやシーズ、アイデアをつなぐ場や活動を展開していきたいと考えてい

ますので、大学など研究機関のみならず、イノベーションを目指す民間企業や団体、共創

の場を持つＮＰＯや地域社会など、皆様の積極的な参画をお願いいたします。 
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令和２年度 応募数および採択数 

 

科学技術の倫理的･法制度的･社会的課題（ＥＬＳＩ）への包括的実践研究開発プログラム 

○ 応募数および採択数               （カッコ内の数字は女性代表者数） 

 応募数 面接数 採択数 採択率 

研究開発プロジェクト 
３５ 

（７） 

１４ 

（２） 

６ 

（０） 
１７％ 

プロジェクト企画調査 
３３ 

（６） 

１１ 

（１） 

１２※１ 

（３）※１ 
２４％※２ 

 ※１ 面接選考を経て、研究開発プロジェクトから企画調査へ移行した課題を含む。 

 ※２ プロジェクト企画調査として提案された課題の採択率。 

○ 代表者の所属機関別 

 応募数 採択数 

国公立大学 ３８（５６％） １２（６７％） 

私立大学 ２０（２９％）  ５（２８％） 

国研・独法など  ５（７％）  １（６％） 

公益法人  ０（０％）  ０（０％） 

民間企業など  ４（６％）  ０（０％） 

ＮＰＯ・その他  １（１％）  ０（０％） 

○ 代表者の専門分野別        （ｅ－Ｒａｄの研究分野・区分による） 

 応募数 採択数 

ライフサイエンス  ９（１３％）  ３（１７％） 

情報通信  ３（４％）  ０（０％） 

環境  ４（６％）  １（６％） 

ナノテク・材料  ０（０％）  ０（０％） 

エネルギー  ０（０％）  ０（０％） 

ものづくり技術  １（１％）  １（６％） 

社会基盤  ４（６％）  １（６％） 

フロンティア  ０（０％）  ０（０％） 

自然科学一般  １（１％）  ０（０％） 

人文・社会 ４１（６０％） １１（６１％） 

その他  ５（７％）  １（６％） 

  

別紙２ 
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評価者一覧 
 

科学技術の倫理的･法制度的･社会的課題（ＥＬＳＩ）への包括的実践研究開発プログラム 

 氏名 所属・役職 

プログラム総括 唐沢 かおり 東京大学 大学院人文社会系研究科 教授 

プログラム・ 

アドバイザー 
大屋 雄裕 慶應義塾大学 法学部 教授 

 四ノ宮 成祥 
防衛医科大学校 防衛医学研究センター センター長 

／分子生体制御学講座 教授 

 中川 裕志 
理化学研究所 革新知能統合研究センター  

社会における人工知能研究グループ チームリーダー 

 西川 信太郎 
株式会社グローカリンク 取締役 

／日本たばこ産業株式会社 Ｄ-ＬＡＢマネージャー 

 納富 信留 東京大学 大学院人文社会系研究科 教授 

 野口 和彦 
横浜国立大学 先端科学高等研究院  

リスク共生社会創造センター 客員教授 

 野口 晴子 早稲田大学 政治経済学術院 教授 

 原山 優子 理化学研究所 理事／東北大学 名誉教授 

 水野 祐 
シティライツ法律事務所 弁護士 

／慶応義塾大学 ＳＦＣ研究所 上席所員 

 山口 富子 国際基督教大学 教養学部 教授 

（令和２年８月３１日現在） 

  

別紙３ 
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令和２年度新規 

「科学技術の倫理的・法制度的・社会的課題（ＥＬＳＩ）への包括的実践 

研究開発プログラム」募集概要 
 

１．研究開発プログラムの目標 

 本プログラムは、科学技術が人や社会と調和しながら持続的に新たな価値を創出する 

社会の実現を目指し、倫理的・法制度的・社会的課題（ＥＬＳＩ）を発見・予見しながら、

責任ある研究・イノベーションを進めるための実践的協業モデルの開発を推進します。 
  

２．募集期間 

令和２年５月１日（金）～令和２年６月２３日（火）正午 
  

３．研究開発期間・規模 

（１）研究開発プロジェクト 

  研究開発期間：１～３年注１） 

  研究開発 費：１,５００万円／年（直接経費）程度上限 
 
（２）プロジェクト企画調査注２） 

  企画調査期間：６ヵ月程度（単年度） 

  企画調査 費：３００～５００万円／半年（直接経費）程度 
  
注１）研究開発成果の定着や展開の可能性のさらなる向上が期待される場合、評価を経て、２年

間を上限として研究開発期間の延長を可能とする。 

注２）将来的に本プログラムへの研究開発プロジェクトの提案・実施につながることが期待さ

れ、そのために必要な研究開発設計や体制の補完に取り組むことを企図した枠組み。原則

として本プログラムの次回公募に応募することを条件とする。 
  

４．研究開発対象 

 本プログラムは、責任ある研究・イノベーションの営みの普及・定着に資する、実践的

協業モデルの創出に向けたＥＬＳＩの研究開発を対象とします。日本社会が抱える課題、

あるいは具体的な新興技術を出発点としつつ、国際的な展開・発信を念頭に置いて取り組

むことを重視します。 

 研究開発プロジェクトにおいては、例えば以下のような成果が創出されることを想定し

ます。なお、ａ、ｂ、ｃに個々に取り組むもの、複合的に取り組むもの、ここに挙げてい

ない研究開発要素の提案も十分想定されます。 

ａ. 科学技術やＥＬＳＩの特性を踏まえた具体的な対応方策の創出 

 ・科学技術やＥＬＳＩの特性を踏まえた具体的な対応方策（研究開発の設計指針や境界

条件、評価指標やガイドライン、法制度や標準化の提案など）の開発 

参考１ 
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ｂ. 科学技術やＥＬＳＩの特性を踏まえた共創の仕組みや方法論の開発 

 ・研究開発の上流段階から、科学技術が人や社会に与える影響や倫理的・法制度的課題

を、研究現場に機動的・有機的にフィードバックするための仕組みや方法論の開発 

 ・科学技術コミュニケーションの機能とデザインの高度化のための実証的検証と開発 

 ・情報通信技術など新たな科学技術を活用した、科学技術コミュニケーションの高度化

に資するシステム、ツール、評価方法・指標の開発 

ｃ. トランスサイエンス問題の事例分析とアーカイブに基づく将来への提言 

 ・日本社会が直面した過去および現在の顕著なトランスサイエンス問題に関する、科学

技術コミュニケーション上の課題の抽出とアーカイブ化、分析に基づく将来への提言 

 

＜新型コロナウイルス感染症などの新興感染症への取り組みについて＞ 

 新型コロナウイルス感染症に関わる問題は、科学技術研究そのものから生じるＥＬＳＩ

ではありませんが、この根底には人・社会と科学技術との関係の在り方の問題が存在しま

す。本プログラムの令和２年度公募では、新型コロナウイルス感染症など新興感染症に関

連する諸問題にＥＬＳＩの観点から貢献する研究開発の提案も募集対象とします。 

 新型コロナウイルス感染症に起因するさまざまな社会的事象の把握、例えば政策立案を

含む社会的意思決定への提言のためのエビデンス生成や、人々の行動変容やそれに関わる

情報の利活用・保護に関する課題の整理、リスクリテラシーの向上に資する過去の新興感

染症の事例や類似の社会的事象との比較検討など、まずは短期的に実施可能な範囲での基

礎調査・アーカイブ研究を想定します。 

 

５．提案の受付方法 

＜応募方法＞ 

「府省共通研究開発管理システム（ｅ‐Ｒａｄ）」により受け付けます。 

 府省共通研究開発管理システム（ｅ‐Ｒａｄ）ポータルサイト 

 ＵＲＬ https://www.e-rad.go.jp/ 

 

＜公募要領、選考スケジュールなどの詳細＞ 

 ＵＲＬ https://www.jst.go.jp/ristex/proposal/current/proposal_2020.html 
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戦略的創造研究推進事業（社会技術研究開発）の実施状況（令和２年度） 

 

 

 

（件数は研究開発プロジェクトの採択件数。プロジェクト企画調査を除く） 

セ
ン
タ
ー
長

社
会
技
術
研
究
開
発
主
監
会
議

運
営
評
価
委
員
会

「人と情報のエコシステム」
研究開発領域
（平成２８～令和３年度）

領域総括
國領 二郎

慶應義塾大学
総合政策学部 教授

平成２８年度 ５件

科学技術イノベーション
政策のための科学
研究開発プログラム
（平成２３年度～）

プログラム総括
山縣 然太朗

山梨大学
大学院総合研究部 教授

平成２３年度 ６件 平成２４年度 ５件

平成２５年度 ５件 平成２６年度 ５件

研究開発成果実装支援
プログラム（公募型）
（平成１９年度～令和２年度）

プログラム総括
冨浦 梓

元東京工業大学
監事

平成１９～２２年度 １８件

平成２３年度４件、東日本大震災対応６件

平成２４年度 ６件

平成２６年度 ５件

平成２５年度 ４件

平成２７年度 ４件

平成２８年度 ５件

「安全な暮らしをつくる
新しい公／私空間の構築」
研究開発領域
（平成２７～令和３年度）

領域総括
山田 肇

東洋大学名誉教授

平成２７年度 ５件

平成２８年度 ３件

科学技術の倫理的・
法制度的・社会的課題
（ＥＬＳＩ）への包括的実践
研究開発プログラム
（令和２年度～）

プログラム総括
唐沢 かおり

東京大学
大学院人文社会系研究科
教授

令和２年度 ６件

平成２８年度 ３件

平成２９年度 ６件

平成２９年度 ６件

平成２９年度 ４件

平成２９年度 ３件

平成３０年度 ４件

平成３０年度 ７件

令和元年度 ５件

令和元年度 ６件

SDGsの達成に向けた
共創的研究開発プログラム
（令和元年度～）

プログラム総括
関 正雄

明治大学経営学部
特任教授
損害保険ジャパン株式会社
CSR室シニア アドバイザー

令和元年度 １０件

令和２年度 選考中

令和２年度 選考中

参考２ 


